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第二次安倍政権発足から約５ヶ月─。

大胆な金融政策、機動的な財政政策の「２本の矢」は、
日本経済再生への期待と個人消費の増加をもたらし、
日経平均株価は５年４カ月ぶりに15,000円台を回復、
１─３月期のＧＤＰは年率3.5％成長となるなど、日本
経済は長い低迷から回復の兆しを見せつつある。

15カ月予算の考え方で編成された平成25年度予算
が成立し、「３本目の矢」である成長戦略の策定と実行
により、民間投資と消費を促し、実体経済の回復に繋げ
ることができるかが、日本経済再生に向けた正念場で
ある。

公明党は、経済成長の果実を地方経済や中小企業に
もたらすとともに、若者や女性をはじめとした雇用の
拡大、国民一人ひとりの所得の向上に繋げるべく、エネ
ルギー･環境、健康･医療産業、農林水産業、文化･観光
産業、中小企業、宇宙･海洋等の分野を力強く成長分野
へと押し上げるための方策、科学技術･イノベーション
体制の強化、女性･若者の力を成長の原動力とする方策
を、具体的な提言として取りまとめた。

政府におかれては、現在策定中の成長戦略について、
わが党の提言を十分に反映させた上で、着実な実施を
強く望むものである。

以下、具体的な提言を行う。
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Ⅰ． エネルギー･環境分野における成長戦略

①省エネ技術による市場開拓及び再エネ導入促進
21世紀は、エネルギー需給ひっ迫、地球温暖化が進行し、我が国のみならず世界全体

において省エネルギー･再生可能エネルギーに対する需要が高まっている。我が国が
誇る省エネ･再生エネ技術やＩＣＴ技術を活用して、エネルギー分野を日本最大の成
長分野に育てあげるチャンスである。

我が国においては、エネルギー投入量の３分の２が熱となって捨てられており、こ
の排熱を縮減したり、有効活用すれば、化石燃料輸入額やコストの縮減に繋がるばか
りでなく、その技術は世界的な展開の可能性がある。高効率の火力発電所と排熱の地
域的活用、熱のカスケード（多段的）利用、コジェネレーション（熱電併給）などを促進
すべきである。

一方で、近年、家庭やビルのエネルギー消費量が増加している。そのため、断熱材や
窓、家庭用燃料電池など世界最高水準の省エネ技術を用いた製品の導入促進を図るこ
とで、省エネ･節電による新たな市場を開拓すべきである。

さらに、家庭や中小企業を始めとした消費者が、エネルギーの需要を無理なくス
マートにコントロールする「エネルギーマネジメント」を行うことができる環境を整
えることが重要である。そのため、家庭や中小企業が多様な電気料金メニューを選択
できるようにするとともに、家庭やビルなどで使っている電気の量を把握するエネル
ギー管理システムやスマートメーターの導入を促進し、スマートグリッド（次世代送
電網）を構築すべきである。

再エネ導入促進に向けては、固定価格買取制度を安定的かつ継続的に運用すること
で、再生可能エネルギーへの投資を進めやすい環境を構築することが必要である。併
せて再エネに対する民間投資を誘発するために、子･孫に再エネに関する投資につい
て贈与した場合、贈与税を軽減する「緑の贈与制度」の創設を検討すべきである。

また、風力発電のための送電網の整備･広域運用、大型蓄電池の変電所や再エネ発
電等への設置･開発促進、浮体式洋上風力発電など新しい再生可能エネルギーの実用
化に向けた技術開発を進めるとともに、風力や地熱に係る環境アセスメントの期間短
縮、河川法手続の緩和、主任技術者制度を始めとした保安規制の合理化といった規制
改革を実施することで、多様な再生可能エネルギーの開発を進め、環境に配慮した経
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済成長へ繋げることが重要である。

②電力システム改革による市場の活性化と新たなサービスの創出
広域系統運用の拡大、小売及び発電の全面自由化、送配電部門の中立性の一層の確

保を３つの柱として、60年ぶりの抜本改革となる電力システム改革を進めることが重
要である。

他業種･他地域からの参入や、分散型電源、ディマンドリスポンス（時間帯別料金や
ピーク価格で需要ピーク時に電力料金を高くし、需要家が電気料金の安い時間帯に電
気を使うように促す方法）等の活用という新しい動きが、エネルギー関連分野におけ
るイノベーションに繋がっていくことが期待される。電力会社や、料金メニュー、電
源の種類（例えば再生可能エネルギーで発電した電気）が選べるなど、家庭を始めとし
た需要家の様々な選択肢を拡大する仕組みを構築すべきである。

電力システム改革により、十数兆円の電力産業･市場を活性化させるとともに、ニー
ズに応じたきめ細やかなサービスが多様に創出され、イノベーション創出が期待でき
ると考える。

③世界最高水準の高効率な火力発電の海外展開
世界最高水準の効率を有する高効率火力発電の技術開発等を進め、エネルギー需要

の増大が見込まれる新興国を中心に積極的に売り込み、世界へ展開し、地球温暖化に
貢献していくべきである。

また、我が国の技術を生かした再生エネ発電システムの輸出や海外プロジェクト参
入にも国が支援して一段と積極的に取り組むべきである。

④アジア太平洋各国の低炭素社会づくり
アジア太平洋地域における低炭素社会（都市･地域）づくりのために、日本政府が資

金を含め支援しつつ、日本企業が有するスマートシティ開発、基礎インフラ、スマート
インフラ、さらには、これまで対応が不十分だった生活インフラ（上下水道、廃棄物処
理等）などに関する技術･ノウハウをパッケージ化して提供すべきである。

例えば、国が、ＪＩＣＡ、アジア開発銀行などと提携し、途上国のプロジェクトについ
て資金を含め支援しながら、自立分散型エネルギーシステム、交通システム、廃棄物処
理システム、水関連施設システム等をパッケージとして輸出することが考えられる。
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⑤低炭素･循環･自然共生の実現を通じた活力と魅力あふれる地域づくり
従来の大規模集中型のエネルギーに依存する社会から、地域の資源･特性を生かし、

地域主導の自立･分散型低炭素エネルギー社会への変革を実現し、エネルギーの徹底
的な低炭素化を図るべきである。

具体的には、地域低炭素投資促進ファンド（Ｈ25年度10億）から出資し、官民･地域
ファンドを組成し、自立･分散型低炭素エネルギー社会の構築（災害に強く、徹底的に
ＣＯ２を削減した地産地消のエネルギー社会づくり）や、人に優しく快適な低炭素地域
交通の実現（地域の交流を活性化する低炭素公共交通システムの導入、カーシェアな
どスマート交通システムの構築）、低炭素な都市空間･インフラづくり（上下水道など
地域インフラの低炭素化、廃棄物施設を中核とする地域エネルギーセンターの構築）
等のＣＯ２削減プロジェクトに対する支援を行うことが重要である。

⑥海洋エネルギーと海洋資源の開発推進と産業化
日本周辺海域に相当量の賦存が期待されるメタンハイドレートを将来のエネル

ギー資源として利用可能とするため、海洋産出試験の結果を踏まえ、平成30年度を目
途に、商業化の実現に向けた技術の開発を行うべきである。その際、平成30年代後半
に民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトが開始されるよう、国際情勢をに
らみつつ、技術開発の促進が重要である。

海底熱水鉱床については、平成30年代後半以降に民間企業が参画する商業化を目指
したプロジェクトが開始されるよう、既知鉱床の資源量評価、新鉱床の発見と概略資
源量の把握、実海域実験を含めた採鉱･揚鉱に係る機器の技術開発を、官民連携の下、
推進すべきである。

銚子沖及び北九州沖における着床式洋上風力発電、五島市椛島沖及び福島県沖にお
ける浮体式洋上風力発電の実証研究を進め、技術開発の推進が重要である。

また、波力、潮力、海流、海洋温度差等の海洋エネルギーを活用した発電技術として、
40円／ｋｗｈの達成を目標とする実機を開発するとともに、更なる発電コストの低減
を目指すための要素技術を開発すべきである。



8

日本経済再生のための成長戦略

Ⅱ． 健康･医療分野における成長戦略

①医薬品･医療機器･再生医療の強化に向けた体制整備
医薬品･医療機器･再生医療分野について、我が国は高度な研究開発･技術の蓄積が

あるが、医薬品･医療機器は輸入に依存しており、再生医療も実用化面では米韓の後塵
を拝している。今後、革新的な医療技術の実用化を加速するため、医療分野の研究開
発の司令塔機能である「日本版ＮＩＨ」を創設すべきである。

また、再生医療の実用化や医療機器･バイオ医薬品の効率的な開発など、個別化医療
や患者の負担を軽減するような最先端の医療技術について、研究開発の促進が不可欠
である。さらに、医薬品･医療機器の迅速な審査を実現するため、規制･制度改革やＰ
ＭＤＡ（医薬品医療機器総合機構）の体制強化が必要である。

また、これまで進めてきた大学や研究機関の研究成果を実用化する橋渡し研究（ト
ランスレーショナルリサーチ）を更に加速し、再生医療や医療機器研究開発と迅速な
実用化を進め、画期的な医薬品や医療機器を市場に送り出すことが重要である。

②医薬品等の輸出や医療技術等の海外展開促進
日本国内だけでなく、優れた我が国の医療システムで世界に貢献すべきである。「国

際医療協力推進中核組織」を設立し、国際展開の推進を図り、新興国を中心に、医療
サービス、医薬品･医療機器･介護システムなどをパッケージで輸出する。官民が一体
となり、「医療ツーリズム」を促進するとともに、新興国市場を取り込むための共同臨
床研究、治験拠点の構築等を推進し、医療の海外展開を進めるべきである。

③ロボット介護機器等の普及に向けた研究開発の促進
急速に拡大する介護や自立支援ニーズに応えるため、ロボット介護機器を普及させ

るべきである。高価な機器だけでなく、安価で身近に使いやすい機器の開発を進め、
リース等による普及への支援が必要である。

また、ブレイン･マシン･インターフェイス技術（※）など脳科学の成果を応用した新
しいリハビリテーションの導入や障がい者の生活支援を推進すべきである。

※脳機能の一部と機械を融合させることにより、念じただけで外界を操作するための技術
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④健康長寿に資する治療法の開発と、予防･健康管理の徹底
疾病予防のためのワクチンの開発やバイオマーカー等を活用した予防医療の推進、

ｉＰＳ細胞を活用したアルツハイマー病などの難病疾病モデルの作成と研究による
新たな治療法の開発と臨床応用を推進すべきである。

また、企業や個人、保険者が、病気になる前に、予防や健康管理を徹底するためのイ
ンセンティブについて検討すべきである。また、運動指導サービス、配食･見守り･通
院支援等を行う生活支援サービスなど、公的保険に依存しない民間サービスを育成す
るため、新たな事業が規制との関係で実施可能かを確認する仕組み作りや、公的機関
との連携のための枠組みづくり、消費者の信頼に応えるサービスの品質を確保する仕
組みづくりを進めるべきである。

⑤ＩＣＴを活用した保健･医療･福祉サービスの提供
健康･医療･福祉サービスの向上に向け、保健･医療情報等のデータベース化やＩＣＴ

（情報通信技術）を活用したホームヘルスケアサービスの提供を推進すべきである。例
えば、生活習慣病の重症化予防や医療提供の効率化を進めるため、地域別、年齢別に疾
病･健康データを収集した研究･分析基盤を構築し、保険者によるレセプトデータの分
析･活用を推進すべきである。

個人が生涯にわたり医療データを管理･活用することでより質の高い健康管理を可
能とすべく、電子カルテの地域関係機関での共有や、お薬手帳の電子化、身近な医療機
関で大学等の専門医による診療アドバイスが受けられるようＴＶ会議システムを活
用した遠隔診療の推進が重要である。
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Ⅲ． 農林水産分野における成長戦略

①被災地における農林水産業の振興･復興加速化
東日本大震災の被災地における農地や漁港等の本格的な復旧･復興を加速化させ、

放射性物質に対する安全対策の強化、農地の大区画化など農地基盤の強化、漁港等の
高度衛生管理体制の構築や流通･加工機能の強化、先端的技術の大規模実証研究など、
積極的な施策を講じるべきである。

②経営所得安定対策の法制化
中山間地域の農業による洪水被害の防止など、多面的機能の維持に対する直接支払

いを拡充し、農業経営や地域活動をサポートすることが重要である。
農家の経営所得安定対策は、固定部分を維持しながら、変動部分について農家から

の拠出を伴う制度へと見直し、法制化すべきである。

③耕作放棄地の再生利用
耕作放棄地は、農業基盤の弱体化や野生鳥獣被害増加の一因となっており、抜本的

な対策強化が必要である。
具体的には、農地の借り受け･貸付の中間的な受け皿となる「農地中間管理機構（仮

称）」の整備･活用等により、耕作放棄地を再生利用できるよう推進すべきである。

④担い手への農地集積の加速化
法人を含む認定農業者を人･農地プランの中核経営体として育成すべきである。ま

た、「農地中間管理機構（仮称）」等により農地集積を加速化させ、担い手が利用する農
地面積の割合を、現状の約５割から10年間で８割へと増加させることを目指すべきで
ある。

⑤高付加価値化による地域活性化
６次産業化など農業経営の多角化･複合化を目指し、地域農業の担い手の法人化も

進めるべきである。農林漁業成長産業化ファンドの拡充･活用や、医食農連携など多
様な業種との連携により、農林水産業の高付加価値化を推進し、地域の活性化に繋げ
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ることが重要である。６次産業化の市場規模については、10年間で10兆円規模への
拡大を目標とすべきである。

⑥農林水産物の輸出額倍増
攻めの農林水産業を実現するために、今後食市場の拡大が見込まれる国･地域へ、安

全･安心で高品質な日本産農産物の輸出拡大を目指すべきである。また、省庁横断的
な輸出戦略タスクフォースを立ち上げるべきである。

品目別･国別に農林水産物等の輸出戦略を策定し、日本食の海外展開と輸出促進を
一体的に展開し、海外展開のための人材バンクの創設や、ジャパンブランドを防衛す
るため知的財産権の監視システムの構築、積極的な商標登録の推進などにより、日本
の食文化･食産業のグローバル展開を加速させ、農林水産物の輸出額倍増（4,500億円
→１兆円）を目指すべきである。
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日本経済再生のための成長戦略

Ⅳ． 文化･観光振興、地域活性化に資する成長戦略

①成長分野としての文化芸術の振興
我が国の有形･無形の文化財や芸術文化は、世界に誇るべき「国力」である。これら

の文化芸術を新たな成長分野として振興し、世界へ発信していくことは、日本経済再
生のために不可欠な投資である。

このため、①子どもたちの文化芸術体験機会の大幅な拡充、②若手芸術家等の人材
育成、③国公私立文化施設の機能強化、④トップレベルの舞台芸術創造活動等への支
援、⑤文化財の保存･活用･継承、などを通じ我が国の文化芸術の基盤を強化すべきで
ある。

②クール･ジャパンによる観光振興
コンテンツ、ファッション、日本食、地域資源など日本の魅力を海外に発信し、日本

ブームにのって日本のモノやサービスを海外に売り出すクール･ジャパン戦略と、日
本に憧れる外国人観光客を国内へ呼び込み国内での消費に繋げる観光振興を結びつ
けた「クール･ジャパン観光」を推進すべきである。

具体的には、日本企業の海外展開を支援するジェトロと日本政府観光局（ＪＮＴＯ）
が、国内外のイベントや見本市を共同で実施･支援するなどの連携を進め、相乗効果で
日本ブランドの発信力を強化することが必要である。

また、新たに設立するクール･ジャパン推進機構（仮称）を司令塔として、海外で観光
番組などの日本関連コンテンツを継続的に放送･配信するいわゆる「ジャパン･チャン
ネル」を支援する。我が国のアニメやドラマといったコンテンツをローカライズ（現
地化）･プロモーションするための支援等も活用しながら、海外における日本ブランド
の向上、現地でのモノ･サービスの売り込みを促進し、最終的には日本国内の観光振興
へと繋げることが重要である。

③訪日観光客増大のための環境整備
訪日観光客増大に向けて、観光ビザの発給要件の緩和を検討するとともに、外国人

目線からの外国語による日本紹介サイトの立ち上げ推進、外国人の慣習にあった施設
･案内表示･サービスの提供を目指すべきである。
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また、観光資源の発掘、日本の魅力発信に繋がる国際会議の誘致と国際コンベン
ションセンターの整備、行政が持つ施設情報や避難所の位置情報、観光情報等の公開
によって新しいサービスを喚起するなど、きめ細やかな“おもてなし精神”で、観光振
興へと繋げるべきである。

④特色ある街づくりで地域社会を再生
まちづくりの専門人材育成やその土地に根ざした地域づくりのリーダーとなり得

る人材の養成･ネットワーク化を進めることが重要である。また、全国各地の有形、無
形文化財を改めて再調査、再発見し、中心市街地のスペースを活用した伝統文化の復
興を行う「文化、芸術振興村」の設置等、地域共同体の復興を目指すべきである。

併せて、コミュニティ機能強化に向けた商店街支援、空き店舗･空き地の有効利用の
ための税制支援や空き店舗等を活用した中心市街地の防災拠点化（「防災城下町」）等
を図るべきである。さらに、活性化の取り組みを全国の地方都市に拡大させるため、
地域の実情に応じた取り組みに対して柔軟に後押しができるよう、新たな支援体系の
構築が必要である。観光振興の観点からも、地域の声を生かした特色あるまちづくり
を力強く支援すべきである。
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日本経済再生のための成長戦略

Ⅴ．成長戦略の担い手としての 
中小企業政策の拡充　　

①環境･エネルギーや健康･医療･介護の担い手としての中小企業
成長戦略の担い手である中小企業の潜在力を引き出すため、環境･エネルギー、健康

･医療･介護などの成長分野に対する研究開発に対して、研究開発促進税制の税額控除
率の引き上げ、製品のライフサイクルが短い先端分野における設備投資の早期回収を
可能とするための税制措置等を検討すべきである。

また、こうした成長分野に進出する際に課題となる国際認証取得などの参入障壁を
克服するため、中小企業に業界経験者等を長期派遣すること等を通じて、国際認証の
取得を支援すべきである。

併せて、先端技術分野における国際標準の獲得を戦略的に進めるため、官民が連携
し、専門家の育成、国際的に競争力のある認証機関の育成を目指すことが重要である。

②実用化･製品化段階での支援
基礎技術の技術開発を支援するとともに、「ものづくり補助金」を継続し、引き続き

中小企業の試作品開発や設備投資への支援を行うべきである。また、その後の製品化
･量産段階における支援を拡充し、基礎技術から市場投入までの一貫した技術開発を
支援することで、アジア諸国企業に対する競争力を強化すべきである。さらに、大企
業や異業種を含めた高度な連携を促進するため、連携コーディネーター制度の創設や
異業種マッチング事業の展開、ＩＴポータルサイトを活用したマッチングの場の創設
が必要である。

③販路開拓･人材確保支援
販路開拓のため、ビジネスに直結する展示会（見本市）の支援を行うとともに、企業

ＯＢや各種専門家による支援を強化すべきである。また、人材確保のため、新卒者や
女性等を対象とした中小企業におけるインターンシップ支援をはじめ、中小企業の魅
力発信からマッチング、採用･定着までの一貫した支援を行うとともに、新たに、若手
従業員のスキルアップを図るための支援や、Ｉターン人材、Ｕターン人材を対象とし
た人材確保への支援を行うべきである。
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④中小企業の海外展開支援
アジア等の新興国の成長市場を取り込むため、国内での相談機能を強化すべきであ

る。また、税務･法務･知財に関する相談･助成、パートナー探しなど、現地でのワンス
トップ支援体制の強化が必要である。併せて、中小企業のホームページの翻訳支援等
を通じ、中小企業の海外販路開拓を応援するとともに、クール･ジャパンを積極的に発
信することが重要である。

⑤女性や若者等の起業･創業の促進
今後の起業･創業の担い手として期待される女性や若者が、起業を考え始めるきっ

かけづくりの場を提供するため、先輩起業家による魅力発信や、起業準備期間の生活
支援として、貸与型の生活助成金（ＮＥＷビジネスチャレンジローン（仮称））を創設す
るなど、きめ細やかな支援が必要である。

また、創業向け融資制度を抜本的に拡充し、金利の減免等を行うべきである。さら
に、経営支援･行政手続簡素化と一体となった商業インキュベーション施設（商業関係
の起業家が巣立つまでサポートする施設）の設置や地域の経営資源を活用した起業に
対する支援が必要である。

⑥事業承継の円滑化支援
中小･小規模企業にとって喫緊の課題である事業承継を円滑にするため、事業引継

ぎに関する専門的な支援を行う全国的な組織の拡大を図ると共に、個人事業主につい
て、事業用資産についての相続税の軽減措置を講じるなど、事業承継を推進するため
の体制を抜本的に強化すべきである。
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Ⅵ．女性･若者の力を成長の原動力へ─ 
環境整備と課題解決

①女性の就業環境整備
少子高齢化により、人口減少する中、日本再建の鍵を握っているのは女性である。

我が国においては、働きたいのに働いていない女性は30代を中心に342万人と推計さ
れる。女性が働き続けることにより、企業も、働く女性も、社会もそれぞれにとってメ
リットが大きい。

そのためにはまず今年度から前倒しして実施する「待機児童解消加速化プラン」を
社会福祉法人のみならず、株式会社やＮＰＯ等、多様な主体の参入により確実に実現
することが必要である。また、仕事と家庭の両立支援に積極的に取り組む企業に対す
る税制優遇制度を積極的に検討すべきである。

さらに、育児休業制度の支給ルールを見直し、男性も女性も取得しやすい制度への
改善が必要である。

②女性の再就職支援と創業支援
子育てを終えた後に再就職するにあたっての不安を解消し、スムーズに就労するた

めにインターンシップ制度と、トライアル雇用制度が有効であり、平成25年度以降も
継続すべきである。

社会的課題の解決を目指す社会的企業の担い手の多くは女性であり、こうした女
性を支援することは地域の活性化にも繋がる。そこで、女性の起業に向け、資金面の
みならず、知識･ノウハウ面でのサポートも必要であり、新たな支援策を構築すべき
である。

③短時間正社員制度の推進など多様な働き方を促進
個人のライフスタイルに応じた多様な働き方を促進するため、フルタイムの正社員

が一定の期間だけ短時間で働く短時間正社員制度を拡充すべきである。自宅や外出
先に居ながらＩＣＴを活用して仕事を行うテレワークや在宅勤務の導入などを促進
すべきである。
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④若者の良質な雇用創出と安定
若者の良質な雇用機会の創出と雇用の安定を図り、非正規労働者について、正規雇

用への転換、人材育成、処遇改善などに取り組む事業者への助成金（キャリアアップ助
成金）の活用など、総合的な対策を行いつつ、多元的な働き方の普及･拡大を推進すべ
きである。

学生のキャリア教育やインターンシップへの支援を充実させるとともに、新卒者に
対して、一人ひとりの特性に合わせたマッチング等の就業支援を強化すべきである。

若者サポートステーションの拡充や合宿形式の支援など、ニート対策を強化し、さ
らに、社会人の学び直しへの支援や、若年技能者の育成に取り組むべきである。

地域の中小企業による合同の新人研修や相互出向など、地域経済を支える人材を
共同で育成する仕組み（地域人材育成コンソーシアム（仮称））の構築を支援すべきで
ある。

⑤子育て世代を中心に世帯収入を増加
今後、持続的な成長を実現するためには、「賃金上昇と消費拡大の好循環」により、社

会全体が経済回復を実感できることが重要である。
共働き（ダブルインカム）世帯数の増加を踏まえ、「世帯」の収入に着目し、デフレ経

済の中で減少してきた「世帯収入」の増加を目指すべきである。特に、子育て世代の「世
帯収入」を増やすことは、待機児童解消などの社会保障の充実策と相まって、子育てに
安心を与え、将来世代の基盤を作り、人口減少社会を反転する第一歩となる。

具体的には、生産性向上による企業収益を確実に賃金の上昇に反映させるため、政
労使による「賃金の配分に関するルール」作りを進めることや、正規･非正規間の格差
是正に向けた取り組みの他、ワークライフバランスの実現、女性の社会進出支援、待機
児童の解消、教育費の負担軽減等の取り組みを総合的に支援すべきである。
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Ⅶ．科学技術･イノベーション体制の強化と、 
宇宙･海洋研究開発の促進

①科学技術･イノベーション体制の強化
総理に科学的助言を行う「科学技術顧問」の設置などにより、司令塔機能の強化を図

る必要がある。また、科学研究費助成事業をはじめとする競争的資金について大幅に
拡充すると同時に、最先端研究開発支援プログラム（ＦＩＲＳＴ）の第２弾の検討と、
使い勝手の向上のため多年度に渡る基金化を一層推進すべきである。研究開発の成
果を最大とすることを目的として、研究開発の特性を踏まえた弾力的運営を可能とす
る研究開発法人制度を検討すべきである。

②宇宙インフラ整備と防災･安全保障の強化
「ＡＳＥＡＮ防災ネットワーク」という、日本が中核となる衛星ネットワークを構築

し、ＡＳＥＡＮ各国に日本の衛星を提供しつつ、同ネットワークへの参加を促すこと
によって、各国が保有する地球観測衛星を連携して運用し、我が国及びＡＳＥＡＮ諸
国等の安全保障、災害対応、海洋監視、国土管理の能力を強化すべきである。

これにより、我が国のリモートセンシング産業を振興すると共に、ＡＳＥＡＮ諸国
の人材育成や産業･雇用創出に寄与する国際協力を推進すべきである。

③「準天頂衛星システム」の開発･整備
「準天頂衛星システム」については、2010年代後半を目途にまずは４機体制を整備

し、アジア太平洋における測位インフラに貢献すべきである。準天頂衛星システムを
基盤として、我が国産業競争力の強化に繋げるため、海外における電子基準点の設置
支援･協力、初号機みちびきを利用したアプリケーションの実証等を通じ、国内外にお
ける利用拡大に取り組むべきである。

④海洋資源の開発及び利用の推進と新たな産業の創出…既述
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